
民生費 143,873 円

2広報 せとうち No.1812019.    123

普通会計（一般会計）の内訳

６
億
５
、１
０
７
万
円
が
実
質
的

な
黒
字
と
な
り
ま
し
た
（
会
計
間

の
繰
入
・
繰
出
の
重
複
な
ど
を
控

除
し
て
い
る
た
め
、
左
表
の
一
般

会
計
の
額
と
は
異
な
り
ま
す
）。

　
ま
た
、
市
の
貯
金
で
あ
る
基
金

の
う
ち
、
災
害
な
ど
に
備
え
る

財
政
調
整
基
金
の
年
度
末
残
高

が
35
億
４
、４
０
１
万
円
と
な
り
、

平
成
29
年
度
末
残
高
と
比
較
し
て

減
少
し
ま
し
た
が
、
一
定
の
水
準

を
確
保
し
て
い
ま
す
。

    

普
通
会
計
決
算
の
概
要

　

決
算
額
は
黒
字

　

財
政
調
整
基
金
は
減
少

　
平
成
30
年
度
の
市
の
普
通
会
計

（
一
般
会
計
）
の
決
算
額
は
、
歳

入
１
８
９
億
４
、８
４
６
万
円
に
対

し
、
歳
出
１
８
０
億
９
、０
３
９
万

円
で
、
令
和
元
年
度
へ
繰
り
越
し

た
事
業
の
財
源
を
差
し
引
い
た

平成 30年度
瀬戸内市会計決算

区　分 歳入額
万円

歳出額
万円

差引額
万円

一般会計 1,896,690 1,810,883 85,807

特
別
会
計

国民健康保険 426,321 420,388 5,933

国民健康保険
診療施設裳掛診療所 2,507 2,487 20

介護保険 427,713 414,649 13,064

後期高齢者医療 53,504 53,503 1

土地開発事業 8,404 3,763 4,641

企業団地造成事業 90,799 32,327 58,472

計（一般会計・特別会計） 2,905,938 2,738,000 167,938

事
業
会
計

病院事業会計 159,331 171,617 △ 12,286

水道事業会計 102,377 83,496 18,881

下水道事業会計 91,597 128,910 △ 37,313

計（事業会計） 353,305 384,023 △ 30,718

▽会計別決算

※事業会計については、収益的収入および収益的支出を計上しています。

　

平
成
30
年
度
瀬
戸
内
市
会
計

決
算
と
は
、
平
成
30
年
４
月
１

日
か
ら
平
成
31
年
３
月
31
日
ま

で
の
瀬
戸
内
市
の
収
入
と
支
出

の
実
績
の
こ
と
で
す
。

　

昨
年
度
、
ど
の
く
ら
い
収
入

が
あ
り
、
市
の
ま
ち
づ
く
り
に

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

決
算
の
概
要
か
ら
市
の
財
政
状

況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■市民１人当たりに使われたお金

    

財
政
指
標

　

経
常
収
支
比
率
は
や
や
悪
化

　

財
政
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
は

　

基
準
を
ク
リ
ア

　
代
表
的
な
財
政
指
標
の
う
ち
、

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す
る

た
め
の
経
常
収
支
比
率
は
、86・０
％

と
１・
４
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
物
件
費
や
維
持
補

修
費
の
増
加
、
地
方
税
の
減
収
が

主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
財
政
健
全
化
法
に
基
づ

く
指
標
は
、
い
ず
れ
も
財
政
の
早

期
健
全
化
が
義
務
付
け
ら
れ
る
基

準
を
下
回
っ
て
お
り
、
実
質
公
債

費
比
率
は
、
10
・
１
％
と
少
し
改

善
し
ま
し
た
。

　
市
債
発
行
に
つ
い
て
県
の
許
可

が
必
要
と
な
る
18
％
以
下
を
維
持

し
て
い
ま
す
。

    

今
後
の
財
政
計
画

　
市
で
は
、
将
来
の
財
政
状
況
を

見
通
し
、
中
・
長
期
的
な
視
点
に

立
っ
て
財
政
運
営
を
行
う
た
め
、

今
後
５
年
間
の
財
政
計
画
で
あ
る

「
瀬
戸
内
市
中
期
財
政
計
画
（
令

和
元
〜
６
年
度
）」
を
策
定
し
て

い
ま
す
。

　
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ

さ
い
。

　　

財
政
課

☎
０
８
６
９-

２
２-

３
９
０
５

HP http://www.city.setouchi.lg.jp/

指　標 市の比率
％

  早期（経営）
健全化基準 ％

   財政再生  
   基準   ％

経常収支比率 86.0 ― ―

財政健全化
判 断 比 率

実質赤字比率 ― 13.23 20.00

連結実質赤字比率 ― 18.23 30.00 

実質公債費比率 10.1 25.00    35.00    

将来負担比率 33.6  350.00 ―

資金不足比率（公営企業会計ごと） ― 20.00 ―

▽財政健全化判断比率など

※「―」は、該当なしを表しています。

人件費（16.8%）
30億3,500万円

物件費（14.2%）
 25億6,615万円

補助費等（6.9%）
12億4,606万円

公債費（8.9%）
16億1,819万円

普通建設事業費（12.6%）
 22億8,254万円

扶助費（15.0%）
 27億895万円

維持補修費（1.1%） 
1億9,247万円

災害復旧事業費（0.2%）
　　　　3,317万円

積立金（8.5%）
 15億3,522万円

投資・出資金、貸付金（7.1%）
12億8,772万円

繰出金（8.7%）
15億8,492万円

性質別
歳出

問総務費 68,544 円衛生費 68,738 円 教育費 59,682 円

公債費 43,324 円

土木費 56,721 円

消防費 21,024 円 農林水産業費 12,901 円

歳入  189 億 4,846 万円歳出  180 億 9,039 万円

市民１人当たりの歳出額

議会費 4,892 円

議会費（1.0%）  1億8,273万円

総務費（14.2%）
25億6,020万円

民生費（29.7%）
 53億7,380万円

労働費（0.1%）  2,103万円
農林水産業費（2.7%）
4億8,186万円

商工費（0.7%） 1億1,897万円

消防費（4.3%）
7億8,527万円

土木費（11.7%）
21億1,857万円

衛生費（14.2%）
 25億6,741万円

災害復旧費（0.2%）  3,317万円

教育費（12.3%）
22億2,919万円

公債費（8.9%）
16億1,819万円

目的別
歳出

労働費 563 円

災害復旧費 888 円

※普通会計の歳出が１人当たりいくらになるのかをH31.3.31 現在の人口（37,351 人）で算出しています。

484,335 円

地方譲与税・
各種交付金（5.0%）
9億5,513万円

地方交付税（24.6%）
46億5,096万円

県支出金（5.0%）
9億5,239万円

市税（26.0%）
49億2,266万円

自主財源
  （46.8％）依存財源

  （53.2％）

繰越金（4.2%）
7億8,892万円

繰入金（7.3%）
13億7,876万円

国庫支出金（8.6%）
16億3,374万円

市債（10.0%）
18億9,760万円

分担金・
負担金（0.6%）
1億1,643万円

使用料・
手数料（1.5%）
2億9,527万円

財産収入・寄附金・
諸収入（7.2%）
13億5,660万円

　歳入全体は、前年度と比べて 503 万円（0.1％）の増額

となっています。地方交付税が２億 7,951 万円減収となり

ましたが、基金からの繰入金が増加したほか、寄附金や財

産収入の増加が主な要因となっています。

　歳出全体では、前年度と比べて 6,412 万円（0.4％）の

減額となっています。中学校施設整備事業などの普通建設

事業費が減少したほか、公債費や繰出金の減少が主な要因

となっています。

　歳出を目的別に分類してみると、子育て支援や高齢者医

療などの民生費が全体の 29.7％と最も多くを占めていま

す。市債の返済である公債費は 8.9％となっています。

　また、性質別に分類してみると、人件費が全体の

16.8％、児童手当や小児医療費、福祉サービスなどの扶助

費が 15.0%となっています。

商工費 3,185 円




